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図１ 事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移
指数（平成２２年＝１００）
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平成２６年長崎県工業統計調査結果確報の概要 

長崎県県民生活部統計課 

 

【長崎県工業統計調査結果の概要】 

  本調査は、経済産業省の統計調査で、我が国の製造業の実態を明らかにすることを目的として、毎年１２月 

  ３１日現在で実施しているものです。 

  平成２６年調査（従業者４人以上の事業所）結果の概要は次のとおりです。 

○ 事業所数は１，７９４事業所で、前年に比べ５５事業所（△３．０％）の減少となった。 

事業所の多い上位３産業は食料品製造業、窯業・土石製品製造業、金属製品製造業で、全体の５６．８％を占

める。 

○ 従業者数は５５，１２６人で、前年に比べ１，３３３人（△２．４％）の減少となった。 

従業者の多い上位３産業は食料品製造業、輸送用機械器具製造業、はん用機械器具製造業で、全体の５４．４％

を占める。 

○ 製造品出荷額等は１兆５，６２５億円で、前年に比べて６５３億円（△４．０％）の減少となった。製造品出

荷額等の多い上位３産業は、輸送用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、食料品製造業

で、全体の５８．５％を占める。 

区    分 平成２５年 平成２６年 増 減 率 

事 業 所 数 １，８４９ １，７９４ △ ３．０  ％ 

従 業 者 数 ５６，４５９ 人 ５５，１２６ 人    △ ２．４  ％  

製造品出荷額等  １兆６，２７８ 億円  １兆５，６２５億円 △ ４．０  ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特 集 

注）・電気機器の１４年以降は比較のため旧分類での数値。 
  ・一般機器の２０年以降は比較のため旧分類での数値。 



１．事業所数（従業者４人以上の事業所）            前年比 ３．０％の減少 

事業所数は１,７９４事業所で、前年に比べ５５事業所（３．０％）減少した。 

これを産業別でみると、食料品製造業△２６事業所（前年比３．７％減）、窯業・土石製品製造業△１４事業

所（同７．２％減）、輸送用機械器具製造業△９事業所（同５．８％減）など１３業種で減少し、金属製品製造

業＋６事業所（同３．８％増）、はん用機械器具製造業＋５事業所（同８．３％増）など６業種で増加した。 

  産業別の構成比は、食料品製造業（６７２事業所、構成比３７．５％）が最も多く、次いで、窯業・土石製品

製造業（１８１事業所、同１０．１％）、金属製品製造業（１６５事業所、同９．２％）、輸送用機械器具製造

業（１４７事業所、同８．２％）の順になっている。 

  また、従業者規模別では、３０人未満の事業所（１,４８０事業所、構成比８２．５％）が前年に比べ３．４％の

減少、３０人～２９９人の事業所（２９１事業所、同１６．２％）が２．０％の減少となっており、両者を合わ

せた３００人未満の事業所が全体の９８．７％（１,７７１事業所）を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．従業者数（従業者４人以上の事業所）           前年比 ２．４％の減少 

  従業者数は５５,１２６人で、前年に比べ１，３３３人（２．４％）減少した。 

  産業別でみると、はん用機械器具製造業△２，０４２人（前年比２４．９％減）、電気機械器具製造業△７０

６人（同２７．６％減）、食料品製造業△４２９人（同２．８％減）など１３業種で減少し、輸送用機械器具

製造業＋１，９８３人（同２８．８％増）、金属製品製造業＋３８８人（同１１．２％増）など１０業種で増加

した。 

  産業別の構成比は、食料品製造業（１４,９５１人、構成比２７．１％）が最も多く、次いで、輸送用機械

器具製造業（８,８６８人、同１６．１％）、はん用機械器具製造業（６,１７５人、同１１．２％）の順にな

っている。 

また、従業者規模別では、３０人未満の事業所が（１５,８６８人、構成比２８．８％）、３０人～２９９人

の事業所が（２１,７７０人、同３９．５％）、３００人以上の事業所（１７,４８８人、同３１．７％）となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




